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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 
第38期 

第１四半期累計期間 
第37期 

会計期間 
自2022年４月１日 

至2022年６月30日 

自2021年４月１日 

至2022年３月31日 

売上高 （千円） 817,705 3,231,681 

経常利益 （千円） 27,682 137,513 

四半期（当期）純利益 （千円） 10,310 94,275 

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － 

資本金 （千円） 86,000 86,000 

発行済株式総数 （株） 1,186,000 1,186,000 

純資産額 （千円） 508,566 516,447 

総資産額 （千円） 1,273,812 1,311,550 

1株当たり四半期（当期）純利益 （円） 0.9 8.3 

潜在株式調整後1株当た 

り四半期（当期）純利益 
（円） － － 

自己資本比率 （％） 39.9 39.4 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

３．当社は、第37期第１四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第37期第１四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。 

４．2022年11月25日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っております。第37期の期首に当該株式分割が

行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。 
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２【事業の内容】 

当社は、検証事業、開発事業を主たる業務としております。当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内

容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】 

１【事業等のリスク】 

 当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告書

（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 
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２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

   文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。 

    

（1）経営成績の状況 

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症対策により抑制されていた経済活動

が徐々に再開されており、サービス産業などを中心に景況感が好転する兆しが見え始めたものの、原材料価の高

騰に加えロシア・ウクライナ情勢の長期化による影響もあり、経済状況の先行きは依然として不透明な状況が続

いております。 

当社がサービスを提供するソフトウエア関連市場においては、産業界全体にDX（デジタルトランスフォーメー

ション）という概念が浸透し、引き続き企業のIT投資が拡大傾向にあることに加え、コロナ禍の対策として働き

方改革が加速し、先端のIT技術を活用した新たな市場もたちあがりつつあります。 

こうした事業環境の中、当社においては、他社と差別化するための独自性のあるサービス提供へ向けた積極的

な取り組みや新たな市場の開拓に注力し、企業価値の向上に努めてまいりました。 

これらの結果、当第１四半期累計期間の経営成績は、売上高817,705千円、営業利益26,445千円、経常利益

27,682千円、四半期純利益10,310千円となりました。 

 

各セグメントの業績につきましては、次のとおりであります。 

①検証事業 

当社の検証事業では、ソフトウエア開発の各工程において、テストの設計及び実行から改善提案に至るまで、

顧客企業のソフトウエア品質向上のためのサービスを提供しております。また、同業他社と差別化を図るため

に昨年より継続してテストの自動化を推進してまいりました。顧客のテスト自動化を受託し、実績をあげるこ

とができました。 

これらの結果、当第１四半期累計期間における売上高は485,318千円、セグメント利益は74,066千円となりま

した。 

 

②開発事業 

当社の開発事業では、自社開発パッケージ製品の販売及びカスタマイズ、受託システム開発、セキュリティ関

連製品の販売が主な事業内容となります。自社開発の主力製品である「PowerSteel」・「PowerCubic」の販売・

サポート及び受託システム開発は堅調に推移しました。また、セキュリティ関連製品についてもセキュリティに

関する意識が高まる中で、自治体や大手企業からの引き合いが増加しつつあります。 

これらの結果、当第１四半期累計期間においては、売上高は332,387千円、セグメント利益は71,886千円とな

りました。 

 

（2）財政状態の状況 

（資産） 

当第１四半期会計期間末の総資産は前期末に比べ37,738千円減少し、1,273,812千円となりました。 

流動資産は、前期末に比べ19,291千円減少し、1,002,907千円となりました。この主な要因は、売掛金及び契約資

産が23,995千円減少したことによるものであります。 

固定資産は、前期末に比べ18,447千円減少し、270,904千円となりました。この主な要因は、繰延税金資産が

16,521千円減少したことによるものであります。 

（負債） 

当第１四半期会計期間末の負債は前期末に比べ29,856千円減少し、765,246千円となりました。この主な要因

は、賞与引当金の減少37,395千円、預り金の増加18,197千円、未払消費税等が8,084千円増加したことによるもの

であります。 

（純資産） 

当第１四半期会計期間末の純資産は前期末に比べ7,881千円減少し、508,566千円となりました。これは主に配

当金の支払いによるものです。 

 

    (3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定 

        新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はあり

ません。 

   

(4）経営方針・経営戦略等 
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         当第１四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。 

 

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題 

当第１四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあ

りません。 

 

(6）研究開発活動 

該当事項はありません。 
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３【経営上の重要な契約等】 

 当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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第３【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 47,000,000 

計 47,000,000 

（注）2022年10月14日取締役会決議により、2022年10月25日付で株式分割に伴う定款の変更を行い、発行可能株式総数は 

17,280,000株増加し、19,200,000株となっております。 

また、2022年11月25日開催の臨時株主総会決議により定款の変更を行い、同日付で発行可能株式総数は27,800,000

株増加し、47,000,000株となっております。 

 

②【発行済株式】 

種類 

第１四半期会計期間末現

在発行数（株） 

（2022年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 

（2022年12月７日） 

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名 

内容 

普通株式 1,186,000 11,860,000 非上場 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。 

計 1,186,000 11,860,000 － － 

 （注）１．2022年10月14日取締役会決議により、2022年10月25日付で普通株式１株につき10株の割合で株式分割を行って

おります。これにより発行可能株式総数は10,674,000株増加し、11,860,000株となっております。 

２．また、2022年11月25日開催の臨時株主総会において定款変更が決議され、同日付で単元株式を100株とする単

元株制度を採用しております。 

 

（２）【新株予約権等の状況】 

①【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

 

②【その他の新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

 該当事項はありません。 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 

発行済株式総

数増減数 

（株） 

発行済株式総

数残高（株） 

資本金増減額 

（千円） 

資本金残高 

（千円） 

資本準備金増

減額 

（千円） 

資本準備金残

高（千円） 

2022年４月１日～ 

2022年６月30日 
－ 1,186,000 － 86,000 － 15,000 

（注）2022年11月25日開催の臨時株主総会において定款変更が決議され、同日付で単元株式を100株とする単元株制度を

採用しております。 

 

  （５）【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（６）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

2022年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等）          － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,186,000 1,186,000 

完全議決権株式であり、

株主としての権利内容に

何ら限定のない当社にお

ける標準となる株式であ

ります。 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 1,186,000 － － 

総株主の議決権 － 1,186,000 － 

②【自己株式等】 

該当事項はありません。 
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２【役員の状況】 

該当事項はありません。 
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第４【経理の状況】 

１．四半期財務諸表の作成方法について 

  当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

     当社は、株式会社東京証券取引所の「有価証券上場規程」第216条第６項の規定に基づき、第１四半期会計期間

（2022年４月１日から2022年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）       

に係る四半期財務諸表について、PwC京都監査法人による四半期レビューを受けております。 

 

３．四半期連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 

 

４． 初に提出する四半期報告書の記載上の特例 

    当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年

同四半期との対比は行っておりません。 
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１【四半期財務諸表】 

（１）【四半期貸借対照表】 

  （単位：千円）

 
前事業年度 

（2022年３月31日） 

当第１四半期会計期間 

（2022年６月30日） 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 508,152 513,507 

売掛金 476,644 452,648 

仕掛品 18,122 14,609 

前渡金 6,258 8,121 

前払費用 12,198 12,816 

その他 1,000 1,403 

貸倒引当金 △177 △200 

流動資産合計 1,022,199 1,002,907 

固定資産   

有形固定資産   

建物 58,114 58,681 

減価償却累計額 △21,378 △22,435 

建物（純額） 36,735 36,245 

工具、器具及び備品 41,235 43,743 

減価償却累計額 △31,086 △34,684 

工具、器具及び備品（純額） 10,148 9,059 

土地 66,287 66,287 

リース資産 37,934 37,934 

減価償却累計額 △19,808 △21,141 

リース資産（純額） 18,126 16,793 

有形固定資産合計 131,299 128,386 

無形固定資産   

借地権 8,190 8,190 

ソフトウエア 1,736 1,423 

その他 209 207 

無形固定資産合計 10,136 9,820 

投資その他の資産   

投資有価証券 8,418 8,876 

出資金 16,450 16,450 

長期前払費用 233 362 

繰延税金資産 37,255 20,733 

その他 85,684 86,400 

貸倒引当金 △125 △125 

投資その他の資産 147,916 132,698 

固定資産合計 289,351 270,904 

資産合計 1,311,550 1,273,812 
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  （単位：千円）

 
前事業年度 

（2022年３月31日） 

当第１四半期会計期間 

（2022年６月30日） 

負債の部   

流動負債   

買掛金 195,849 203,725 

短期借入金  ※２ 50,000 ※２ 50,000 

１年内返済予定の長期借入金 25,008 25,008 

１年内償還予定の社債 32,000 32,000 

リース債務 5,828 5,862 

未払金 8,018 6,714 

未払費用 50,395 54,517 

未払消費税等 36,892 44,976 

未払法人税等 18,028 1,148 

その他 8,953 27,151 

契約負債 78,296 73,646 

賞与引当金 80,190 42,795 

流動負債合計 589,461 567,546 

固定負債   

社債 50,000 50,000 

長期借入金 120,380 114,128 

リース債務 14,826 13,347 

資産除去債務 17,886 17,910 

その他 2,548 2,313 

固定負債合計 205,641 197,699 

負債合計 795,103 765,246 

純資産の部   

株主資本   

資本金 86,000 86,000 

資本準備金 15,000 15,000 

資本剰余金 12,240 12,240 

利益剰余金 404,066 396,587 

株主資本合計 517,306 509,827 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △858 △1,260 

評価・換算差額等合計 △858 △1,260 

純資産合計 516,447 508,566 

負債純資産合計 1,311,550 1,273,812 
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（２）【四半期損益計算書】 

【第１四半期累計期間】 

 （単位：千円）

 

当第１四半期累計期間 

（自 2022年４月１日 

至 2022年６月30日） 

売上高 817,705 

売上原価 671,752 

売上総利益 145,953 

販売費及び一般管理費 119,507 

営業利益 26,445 

営業外収益  

 受取利息 3 

受取配当金 485 

受取家賃収入 547 

保険配当収入 469 

その他 189 

営業外収益合計 1,695 

営業外費用  

支払利息 262 

社債利息 31 

支払保証料 164 

営業外費用合計 458 

経常利益 27,682 

税引前四半期純利益 27,682 

法人税、住民税及び事業税 637 

法人税等調整額 16,734 

法人税等合計 17,371 

四半期純利益 10,310 
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【注記事項】 

（会計方針の変更） 

該当事項はありません。 

 

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理） 

 該当事項はありません。 

 

 (四半期貸借対照表関係) 

※１ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとおりであります。 

 
当第１四半期会計期間 
（2022 年６月 30 日） 

定期預金 55,000 千円 

計 55,000 

上記の担保資産には銀行からの借入債務に対し根抵当権（極度額 50,000 千円）を設定しておりますが、

当第１四半期会計期間末現在対応する債務はありません。 

 

※２ 当座貸越契約及び貸出コミットメントついて 

当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約及び貸出コミットメント

契約を締結しております。これらの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。 

  

 
当第１四半期会計期間 

（2022年６月30日） 

当座貸越極度額及び貸出コミットメン

トの総額 
250,000千円  

借入実績残高 50,000 

差引額 200,000 

  

（四半期損益計算書関係） 

  該当事項はありません。 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

 当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期間 

に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

 

 

当第１四半期累計期間 

（自 2022年４月１日 

 至 2022年６月30日） 

減価償却費 6,328千円 
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（株主資本等関係） 

当第１四半期累計期間（自 2022年４月１日 至 2022年６月30日） 

１．配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配

当額（円） 
基準日 効力発生日 配当の原資 

2022年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 17,790 15 2022年３月31日 2022年６月30日 利益剰余金 

 

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。
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（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

当第１四半期累計期間（自 2022年４月１日 至 2022年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 （単位：千円）

 
     報告セグメント 調整額 

（注１） 

四半期損益

計算書計上

額（注２） 検証事業 開発事業 計 

売上高      

外部顧客への売上高 485,318 332,387 817,705 － 817,705 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
7,330 △7,330 － － － 

計 492,649 325,056 817,705 － 817,705 

セグメント利益 74,066 71,886 145,953 △119,507 26,445 

（注）調整額は、以下のとおりであります。   

（1）セグメント利益の調整額△119,507千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用119,507千円が

含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等であります。 

（2）セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

該当事項はありません。 

 

（のれんの金額の重要な変動） 

該当事項はありません。 

 

（重要な負ののれん発生益） 

  該当事項はありません 

 

（収益認識関係） 

 １．顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

 当第１四半期累計期間（自 2022年４月１日 至 2022年６月30日） 

                                                                                           （単位：千円） 

 

報告セグメント 

合計 
検証事業 開発事業 計 

検証サービス 485,318 － 485,318 485,318 

パッケージソフトウエアの
カスタマイズ・受託開発 － 285,526 285,526 285,526 

セキュリティ製品の開発・
販売 － 46,860 46,860 46,860 

顧客との契約から生じる収
益 485,318 332,387 817,705 817,705 

その他の収益 － － － － 

外部顧客への売上高 485,318 332,387 817,705 817,705 
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（１株当たり情報） 

 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

当第１四半期累計期間 

（自 2022年４月１日 

  至 2022年６月30日） 

１株当たり四半期純利益 0円87銭 

（算定上の基礎）  

四半期純利益（千円） 10,310 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

普通株式に係る四半期純利益（千円） 10,310 

普通株式の期中平均株式数（株） 11,860,000 

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．2022年11月25日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っております。当事業年度の期首に当該株式分

割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。 

 

２【その他】 

該当事項はありません。 
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（重要な後発事象） 

(株式分割) 

 当社は、2022年10月14日開催の取締役会決議により、2022年11月25日付で株式分割を行っております。 

また、2022年11月25日開催の臨時株主総会において定款の一部を変更し、同日付けで単元株制度の採用と発行可能

株式総数の引き上げを実施いたしました。 

 

１．株式分割、単元株制度の採用の目的及び発行可能株式総数の引き上げの目的 

当社株式の流動性の向上と、投資家の皆様の利便性の向上を図ることを目的として株式分割を実施するととも

に、１単元を100株とする単元株制度を採用いたします。さらに機動的な資金調達の観点から、発行可能株式総

数の引き上げを実施いたしました。 

 

２．株式分割の方法 

2022年11月24日を基準日として、同日 終の株主名簿に記載された株主の所有する普通株式を、１株につき

1,000株の割合をもって分割いたしました。 

 

３．分割により増加する株式数 

株式分割前の発行済株式数        1,186,000株 

今回の分割により増加する株式数     10,674,000株 

株式分割後の発行済株式数        11,860,000株 

今回の分割後の発行可能株式総数     47,000,000株 

  

４．株式分割の日程 

基準日公告日    2022年11月９日 

基準日       2022年11月24日 

効力発生日     2022年11月25日 

 

５．１株当たり情報に及ぼす影響 

「１株当たり情報」は、当該株式分割が事業年度の期首に行われたと仮定して算出しており、これによる影響に

ついては、当該箇所に反映しております。 

 

６．単元株制度の採用 

単元株制度を採用し、普通株式の単元株式数を 100 株といたしました。 

 

７．株式分割に伴う定款の一部変更 

（１）定款変更の理由 

今回の株式分割に伴う、会社法第 184 条第２項の規定に基づく 2022 年 10 月 14 日開催の取締役会決議、ま

た、2022 年 11 月 25 日開催の臨時株主総会決議により定款の変更を行い、同日付で発行可能株式総数を変更

いたしました。 

 

（２）定款変更の内容 

変更の内容は以下の通りです。（下線部は変更部分） 

現行定款 変更後定款 

第６条（発行可能株式総数） 

当会社の発行可能株式総数は、1,920,000 株とす

る。 

第６条（発行可能株式総数） 

当会社の発行可能株式総数は、47,000,000 株とする。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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